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第 ３ 節 生活環境の保全
　私たちの健康や生活環境に対して被害が
生じないよう、大気、水、土壌その他の環
境の自然的構成要素が良好な状態に保持さ
れることは、私たちが健やかに暮らしてい
くために最も基本的なことです。本県は環
境基準の達成状況等からみると環境はおお
むね良好ですが、富山湾の水質汚濁、富岩
運河等のダイオキシン類汚染、有害物質に

よる土壌汚染、地下水汚染の顕在化、漂着
ごみや越境大気汚染など国境を越えた環境
汚染などの課題があります。
　今後も環境の状況について的確に把握す
るとともに、人の健康と生活環境の保全に
支障をもたらす課題に対して、適切に対応
し、快適で恵み豊かな環境の実現に取り組
みます。

１　環境の状況の把握や環境汚染の未然防止

１　現況
　①　大気
　　　大気環境の指標として、二酸化硫黄
や二酸化窒素等について環境基準が定
められています。

　　　２４年度における一般大気環境中の二
酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状
物質については、県内２０の一般環境観
測局すべてで環境基準を達成していま
す。

　　　光化学オキシダントについては、高
温無風の晴天時に環境基準値を超過す
ることが多く、観測時間に対する環境
基準を超過した時間の割合は、４．３
～８．０％でした。

　　　また、大気汚染防止法で定められて

いる緊急時の措置については、２４年度
は注意報等の発令はありませんでした。

　　　主な大気汚染物質の環境基準達成率
の推移は、表１‐２５のとおりです。ま
た、その年平均値の推移は、図１‐１９
のとおり、ここ数年間は概ね横ばいで
推移しています。

　　　大気中の自動車排出ガスの濃度につ
いて、一酸化炭素、二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質は県内７の自動車排出ガ
ス観測局すべてで環境基準を達成して
います。また、主な大気汚染物質の年
平均値の推移は図１‐２０のとおり、こ
こ数年間は概ね横ばいで推移していま
す。

　表１‐２５　主な大気汚染物質の環境基準達成率の推移（長期的評価）

注　環境基準達成率（％）＝〔環境基準達成観測局数／全観測局数〕×１００

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度４８年度物 質 名
１００１００１００１００１００５０二 酸 化 硫 黄
１００１００１００１００１００１００二 酸 化 窒 素
１００１００１００１００１００４５浮遊粒子状物質

　②　水質
　　　水質環境の指標として、カドミウム
や水銀などの人の健康に関連して定め
られた項目（健康項目）や生物化学的
酸素要求量（BOD）などの生活環境の
保全に関連して水域の利用目的に応じ
て定められた項目（生活環境項目）等

について、環境基準が定められていま
す。

　　　河川、湖沼及び海域の公共用水域に
ついては、図１‐２１の２７河川（５１水域）
６４地点、３湖沼（３水域）６地点、２
海域（７水域）２８地点の合計９８地点の
すべてで、健康項目に係る環境基準を
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達成しています。また、生活環境項目
については、表１‐２６のとおり、河川、湖
沼及び海域のすべてで環境基準を達成
していました。

　　　生活環境項目に係る水質の推移をみ
ると、図１‐２２のとおり、過去に著し
い汚濁がみられた小矢部川や神通川な
どは、大幅に改善され、近年は清浄に
なってきています。また、庄川や常願
寺川、黒部川などは現在もその清流を
保っています。さらに、中小の河川の
うち、生活排水の影響がみられた都市

河川は、徐々に改善されています。そ
れぞれの河川の水質の状況は、図１‐
２４のとおり、ほとんどの水域で環境基
準のAA～A類型に相当する清浄な
水質を維持しています。

　　　湖沼は、清浄な水質を維持しており、
すべての湖沼で継続して環境基準を達
成しています。

　　　また、海域は、これまでも環境基準
達成率が変動しており、２４年度は１００％
となっています。海域（富山湾）の水
質は、気象や海象などの影響を受けて

　図１‐１９　主な大気汚染物質の年平均値の推移（一般環境観測局）

　図１‐２０　主な大気汚染物質の年平均値の推移（自動車排出ガス観測局）
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変動しやすいことから、今後も監視を
継続し、中・長期的に推移をみていく
必要があります。

　　　海域（富山湾）の環境基準は、表中
層（海面～２m）の化学的酸素要求量
（COD）で評価していますが、表１‐
２７のとおり、海面下１０m層ではCOD
は低くなっています。なお、漁業被害
をおよぼすような、有害な赤潮の発生

は確認されていません。
　　　地下水については、平野部の７６地点
で測定した結果、一部の地点で環境基
準を超過したものの、概ね環境基準を
達成していました。

　　　また、過去に汚染が判明した地域に
おいても２２地点で地下水の測定を行っ
た結果、汚染範囲の拡大は認められま
せんでした。

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度５１年度区　　分

１００１００１００１００１００８１河 川

１００１００１００１００１００―湖 沼

１００９２１００１００７２８５海 域

１００９８１００１００９２８３全 体

注１　有機汚濁の代表的な水質指標であるBOD（河川）、COD（湖沼及び海域）によります。
　２　環境基準達成率は、環境基準点数に対する環境基準達成地点数の割合です。

　表１‐２６　河川、湖沼、海域における環境基準達成率の推移 （単位：％）

　図１‐２１　水質の監視測定地点
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　図１‐２２　河川、湖沼及び富山湾の水質の推移（年間７５％値）
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　③　騒音・振動
　　　騒音による生活環境への影響の指標
として、環境基準が定められ、県及び
市町により、環境の監視が行われてい
ます。

　　　騒音に係る環境基準の達成状況は、
道路に面する地域以外の地域（一般地
域）の環境騒音については９６％で、道
路に面する地域における自動車騒音に
ついては８４％となっています。また、
航空機騒音については、環境基準を達
成しています。

　　　振動については、道路に面する地域
で測定が行われており、公安委員会へ

の要請限度と比較して極めて低い値と
なっています。

　④　悪臭
　　　苦情件数は、年度により変動するも
のの、近年はほぼ横ばいで推移してい
ます。

　　　悪臭の発生源は工場・事業場のみな
らず、家庭生活等によるものもあり、
多種多様化しています。

 

　図１‐２３　河川の水質状況（２４年度）

　表１‐２７　海域（富山湾）における表中層と海面下１０ｍ層のCODの比較

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度区　　分

１．４１．６１．６１．７１．７表 中 層

１．０１．１１．２１．２１．２　１０ ｍ 層

注１　表中層とは、海面下０．５ｍから２ｍ層です。
　２　富山湾海域２２地点のCOD年平均値を平均したもので、測定回数は年度により異なっています。

（単位：㎎／L）
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　⑤　発生源対策
　　　近年、事業者に対する社会的責任の
要請が高まるなか、工場・事業場での
環境汚染事故の増加や施設の不適切な
管理などの事例が見られます。

　　　県では、大気汚染防止法や水質汚濁
防止法などに基づき、工場・事業場の
立入調査を実施し、排出基準値の適合
状況や施設の管理状況等を確認してい
ます。

　　　また、特定工場における公害防止組
織の整備に関する法律に定める工場に
おいては、公害防止統括者、公害防止
主任管理者、公害防止管理者を選任し、
公害防止体制の整備を図ることになっ
ており、２４年度末現在で公害防止統括
者２２９人、公害防止主任管理者１５人、公
害防止管理者４００人が選任されていま
す。

　⑥　環境影響評価
　　　県では、大規模な開発行為による環
境への負荷の低減を図ることを目的と
して、１１年６月に環境影響評価条例を
策定しました。この条例では、一定規
模以上の道路整備やダム建設等を実施
する場合、事業者が事前に事業計画を
開示し、環境への影響を把握するため
の調査や影響の予測、評価の方法につ

いて、県民や関係市町村長等の意見を
求めるとともに、環境影響評価その他
の手続きを経て、環境への負荷を低減
するために必要な措置を講ずることが
定められています。この条例の対象事
業は、表１‐２８のとおりです。

　　　また、この条例の対象とならない事
業についても、公害防止条例や土地対
策要綱の手続きを通じて環境への影響
を事前に審査しており、大規模な開発
行為による環境への影響の低減を図っ
ています。

　　　公害防止条例では、工場等の新増設
に当たって、事前に事業者と公害防止
対策等について協議を行い、計画段階
から公害の未然防止を指導しています。
また、必要に応じて事業者と地元市町
村等との公害防止協定の締結を指導し
ています。

　　　土地対策要綱では、一定規模以上の
土地の開発に当たって、事前に事業者
に届出することを求めており、環境影
響評価に準じた調査等を指導し、自然
環境や生活環境の保全等を図ることと
しています。

 

　図１‐２４　悪臭苦情の発生源別推移
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　表１‐２８　環境影響評価条例の対象事業

対 象 事 業 の 規 模事　　業　　の　　種　　類 自然環境特別配慮地域の特例

Ｂ地域Ａ地域

４車線以上・長さ５㎞以上２車線以上・長さ２㎞以上４車線以上・長さ７．５㎞以上一般道路など ※
１　道　路

幅員６．５ｍ以上・長さ１０㎞以上幅員６．５ｍ以上・長さ２㎞以上幅員６．５ｍ以上・長さ１５㎞以上林道 ※

貯水面積５０ha 以上貯水面積１ha 以上貯水面積７５ha 以上ダム ※

２　河　川 湛水面積５０ha 以上湛水面積１ha 以上湛水面積７５ha 以上堰 ※

土地改変面積５０ha 以上土地改変面積　１ha 以上土地改変面積７５ha 以上放水路、湖沼開発 ※

長さ５㎞以上すべて
（５㎞未満の仮設を除く。）

長さ７．５㎞以上普通鉄道・軌道 ※３　鉄道・軌
道 ――――特殊鉄道・索道など

すべて滑走路長１，８７５m 以上４　飛行場 ※

出力１．５万kW 以上出力２．２５万kW 以上水力発電所 ※

５　電気工作
物

出力７．５万kW 以上出力１１．２５万kW 以上火力発電所 ※

出力５，０００kW 以上出力７，５００kW 以上地熱発電所 ※

――電圧１７万Ｖ以上・長さ１㎞以上――送電線路

――面積２５ha以上廃棄物最終処分場 ※
６　廃棄物処
理施設 ――処理能力１５０ｔ / 日以上廃棄物焼却施設

――処理能力１５０k 狩 / 日以上し尿処理施設

計画処理人口１万人以上計画処理人口１０万人以上７　下水道終末処理場

――牛５００頭以上　豚５，０００頭以上８　畜産施設

合計燃料使用量８k 狩  / 時以上合計燃料使用量１２．５k 狩 / 時以上

９　工場・事業場（製造業等）
排出水量５，０００逢 / 日以上排出水量１万逢/日以上

地下水合計採水量４，０００逢 / 日以上地下水合計採水量８，０００逢/日以上

敷地面積２０ha 以上敷地面積１ha 以上敷地面積７５ha以上

――面積４０ha以上１０　埋立て、干拓 ※

――面積７５ha以上

１１　土地区画整理事業 ※

１２　新住宅市街地開発事業 ※

１３　新都市基盤整備事業 ※

１４　流通業務団地造成事業 ※

１５　工業団地造成事業

１６　住宅団地造成事業

――面積５０ha以上
１７　ゴルフ場・スキー場造成事業

１８　岩石等採取

――（［事業の実施規模］／［対象事業
の要件下限値］）の総和が１以上

複合開発事業
（１１から１８までの事業）１９　その他

面積２０ha 以上面積１ha 以上――土地の形状変更など

注１　対象となる事業の詳細は、富山県環境影響評価条例施行規則を参照。
　２　「自然環境特別配慮地域」とは、国立公園、国定公園、県立自然公園、自然環境保全地域などの区域を指

します。
　　　また、自然環境特別配慮地域のうち、「Ａ地域」とは特別地域などに指定された区域、「Ｂ地域」とは普通

地域などに指定された区域を指します。
　３　※の事業は、規模によっては環境影響評価法の対象となります。
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２　講じた施策
　①　大気
　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　ア　大気汚染防止法等による規制
　　　　　大気汚染防止法は、工場・事業

場における事業活動並びに建築物
の解体等に伴うばい煙及び粉じん
の排出等を規制するとともに、有
害大気汚染物質対策の推進や自動
車排出ガスに係る許容限度の設定
等により、大気汚染の防止を図っ
ています。

　　　　　２４年度末のばい煙発生施設の届
出状況は、総施設数が３，２１０施設
（１，３２１工場・事業場）であり、種
類別では、ボイラーが２，１３６施設
（構成比６７％）で最も多く、次い
でディーゼル機関２７２施設（構成比
８％）、金属溶解炉１７９施設（構成
比６％）となっています。

　　　　　一般粉じん発生施設の届出状況
は、総施設数が１，１６０施設（２６８工
場・事業場）であり、種類別では、ベ
ルトコンベアが４２５施設（構成比
３７％）で最も多く、次いで堆積場
３７８施設（構成比３３％）、破砕機・
摩砕機２８９施設（構成比２５％）とな
っています。

　　　　　また、揮発性有機化合物（VOC）

の排出施設の届出状況は、総施設
数が２８施設（１３工場・事業場）で
あり、種類別では粘着テープ等製
造に係る接着の用に供する乾燥施
設が９施設（構成比３２％）で最も
多く、次いで接着の用に供する乾
燥施設５施設（構成比１８％）、化学
製品の製造に供する乾燥施設４施
設（構成比１４％）、吹付塗装施設４
施設（構成比１４％）となっていま
す。

　　　　　さらに、公害防止条例では、法
の規制対象外の施設を対象として、
大気汚染に係る施設の届出を義務
付けるとともに、ばい煙、粉じん
及び有害ガスの排出を規制してい
ます。

　　　イ　大気汚染緊急時対策要綱による
措置

　　　　　大気の汚染が著しくなり、人の
健康又は生活環境に被害が生ずる
おそれのある場合は、大気汚染防
止法及び大気汚染緊急時対策要綱
に基づき、協力工場へのばい煙排
出量削減の要請等や学校、住民な
どへの周知を行っています。

　　　　　大気汚染緊急時対策要綱の概要
は、表１‐２９のとおりです。 

注１　発令基準欄中の時間は、当該濃度が継続した時間を表します。
　２　発令は対象地域ごとに１局以上の常時観測局において、対象物質の濃度が発令基準のいずれかに該

当し、かつ、気象条件からみて汚染の状況が継続すると認められる場合に行います。

　表１‐２９　大気汚染緊急時対策要綱の概要
県内全域適 用 地 域
硫黄酸化物、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質、二酸化窒素対 象 物 質
情報、注意報、警報、重大警報区　 　 分

重 大 警 報警　 報注 意 報情　 報発 令 基 準

０．５ppm　３時間

０．７ppm　２時間

０．５ppm　２時間

０．２ppm　３時間
０．２ppm　２時間

０．３ppm

硫 黄 酸 化 物
０．３ppm　２時間
０．５ppm
４８時間平均値が
０．１５ppm

０．４ppm０．２４ppm０．１２ppm０．１ppm光化学オキシダント
３．０mg鍬m３ ３時間－２．０mg鍬m３ ２時間２．０mg鍬m３ 浮遊粒子状物質
１．０ppm－０．５ppm０．４ppm二 酸 化 窒 素
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　　イ　大気環境計画の推進
　　　　大気環境計画（４８年２月策定。以

下「ブルースカイ計画」という。）は、
環境基本条例に定める大気汚染の防
止に関する個別計画であり、大気環
境を保全するための基本となる方向
を示すものです。

　　　　県では、２４年３月に改定したブル
ースカイ計画に基づき、安全で健康
な大気環境を確保するため、本県に
おいて発生量が多い化学物質につい

て工場・事業所に対して削減指導を
行いました。

　　　　一方、県民の関心の高い自動車排
ガス対策として、自動車から排出さ
れる窒素酸化物等の大気汚染物質を
削減するため、県民・事業者による
エコドライブの実践を推進するとと
もに、低公害車の普及啓発や公用車
への率先導入などを実施しました。

　　　　ブルースカイ計画の概要は、表１‐
３０のとおりです。

「安全で健康な大気環境の確保及び快適な大気環境の創造」計 画 目 標
２３～２８年度までの６年間計 画 期 間
富山県全域対 象 地 域
①基本的な大気環境保全対策の実施（県が中心となり実施）
　・光化学オキシダント等緊急時対策の推進
　・微小粒子状物質に関する監視体制の整備
　・石綿対策　等
〈具体的な目標〉
　・光化学オキシダント：注意報を発令しない濃度レベルの維持
　・その他：環境基準（１０項目）及び指針値（８項目）の維持

推 進 施 策

②大気環境のさらなる向上を目指す自主的な取組みの推進（県民・事業者
の取組みを推進）

　・揮発性有機化合物排出削減に対する支援
　・有害大気汚染物質の排出抑制の促進　等
〈具体的な目標〉
　・工場・事業場からの揮発性有機化合物の大気への排出量：現況より減

少させる
③県民参加による快適な大気環境の創造と地域貢献（地域全体の取組みを
推進）

　・指導者の育成
　・エコドライブ推進事業の展開
　・地域連携による環境教育・環境保全活動の促進　等
〈具体的な目標〉
　・都市公園や里山林の整備面積：４，１８０ha
　・大気環境保全活動への取組み人数：約５，０００人／年
県民・ＮＰＯ、事業者、行政が互いに連携協力し、それぞれの役割分担の
もと、主体的に取組みを推進
【推進体制】協議会等での話し合いを通じて、関係者が連携しながら計画

を推進
【進行管理】毎年度施策の進捗状況を確認し、結果はウェブサイト等で公

表

推 進 体 制

　表１‐３０　ブルースカイ計画の概要
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　　ウ　監視測定体制の整備
　　　ア　大気汚染常時観測局等の整備状

況
　　　　ａ　大気汚染常時観測局の概要
　　　　　・一般環境観測局
　　　　　　一般環境の大気汚染を常時測

定するため、県や市により一般
環境観測局２０局が設置されてい
ます。

　　　　　・自動車排出ガス観測局
　　　　　　自動車排出ガスを常時測定す

るため、県や富山市により主要
幹線道路近傍に自動車排出ガス
観測局７局が設置されています。

　　　　ｂ　大気汚染監視テレメータシス
テムの整備状況

　　　　　　大気汚染の状況を的確に把握
し、光化学オキシダント等の大
気汚染緊急時に迅速に対応する
ため、図１‐２５のとおり、イン
ターネットを利用し、一般環境
観測局２０局、自動車排出ガス観
測局７局及び緊急時一斉指令シ

ステム等からなる大気汚染監視
テレメータシステムを整備して
います。

　　　　　　また、県内の大気汚染状況を
県民に広く知ってもらうため、
県のホームページや携帯電話で
大気汚染の状況を見ることがで
きるシステムを整備しています。

　　　イ　大気汚染常時観測局の適正配置
　　　　　県では、２０年１２月に策定した「大

気汚染常時観測局適正配置計画」
に基づき、観測局の効果的かつ効
率的な配置を行っています。大気
汚染常時観測局適正配置計画の概
要は、表１‐３１のとおりです。

　　　ウ　環境放射能測定機器の整備状況
　　　　　UPZ圏内の①氷見市西部清掃

センター、②八代自治会館に、志
賀原子力発電所の事故等による影
響を総合的に監視するモニタリン
グステーションを新設するととも

　図１‐２５　大気汚染監視テレメータシステムの状況

※福岡は２４年度をもって廃止
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　表１‐３１　大気汚染常時観測局適正配置計画の概要
２０～３０年度まで計画期間
敢　一般環境観測局
　・浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントは２５局を１９局に集約
　・二酸化硫黄は１９局を１５局に集約
　・二酸化窒素は１８局を１４局に集約
　・非メタン炭化水素は６局新設
柑　自動車排出ガス観測局
　・浮遊粒子状物質及び二酸化窒素は７局を存続
　・一酸化炭素及び非メタン炭化水素は７局を４局に集約

概 要

年次計画

備　考
年　　　　　　　　　　　　度

測定項目区　分
３０２９２８２７２６２５２４２３２２２１２０

１９局→１５局△２△１△１二 酸 化 硫 黄

一般環境
観 測 局

１８局→１４局△１△２△１二 酸 化 窒 素
２５局→１９局△１△２△１△２浮遊粒子状物質
２５局→１９局△１△１△１△２△１オキシダント
０局→６局＋４＋２非メタン炭化水素
７局二 酸 化 窒 素

自 動 車
排 ガ ス
観 測 局

７局浮遊粒子状物質
７局→４局△１△２一 酸 化 炭 素
７局→４局△１△１△１非メタン炭化水素

注　△は廃止局数

に、氷見市西部清掃センター敷地
内に、発災時に流れてくる放射性
ヨウ素などの放射性物質をいち早
く観測できるヨウ素・ダストモニ
タを整備し、環境放射線モニタリ
ングを行っています。

　　　　　また、県内における環境放射能
の実態を把握するため、原子力規
制庁のモニタリング調査の一環と
して、環境科学センター等にモニ
タリングポスト、ベータ線測定装
置、ゲルマニウム半導体核種分析
装置、サーベイメータを整備し、

一般環境中の放射能の測定を行っ
ています。

　　　エ　花粉常時観測体制の整備
　　　　　国と連携して富山市と立山町に

整備した花粉観測システム（愛称：
はなこさん）により、花粉飛散時
期に飛散情報の提供を行っていま
す。

　　エ　監視指導
　　　　大気汚染防止法及び公害防止条例

に基づく対象工場・事業場（中核市
である富山市の区域を除く。）延べ
１０９工場・事業場を対象に立入検査を
実施し、排出基準等の適合状況及び
対象施設の維持・管理状況や届出状
況について確認するとともに、ばい
じんや窒素酸化物の排出状況等を調
査しました。その結果、３７工場・事
業場に対し、改善を指導しました。

　　オ　アスベスト対策の推進
　　　　アスベスト含有建材を使用してい

る建築物、工作物の解体等工事に伴
うアスベスト除去作業の適正化を図

モニタリングステーション
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るため、大気汚染防止法で届出のあ
ったアスベスト除去等作業８２件のう
ち、作業現場４０件について立入調査
を実施し、アスベストの飛散防止対
策の徹底について指導・助言を行い
ました。

　　　　また、県内の一般大気環境中にお
けるアスベスト濃度の実態を把握す
るため、住宅地域や工業地域など１４
地点で環境調査を実施し、その結果
は、ND～０．２８本／ℓで特に問題は
なく、環境省が実施した全国の一般

環境調査結果と同程度でした。
　　　　さらに、アスベストによる健康被

害の特殊性を考慮し、アスベストに
よる被害者の迅速な救済を図るため、
石綿健康被害救済法に基づき石綿健
康被害救済基金へ拠出しました。

　　カ　環境放射能調査
　　　　環境放射能の実態を把握するため、

原子力規制庁の委託を受けて、日常
生活に関係のある大気や水道水など
各種環境試料中の放射能を調査しま
した。調査項目等は、表１‐３２のと
おりです。その結果、県内における
環境放射能の実態は、全国と同程度
でした。

　②　水質
　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　水質汚濁防止法では、公共用水域

の水質汚濁の防止を図るため、工場・
事業場から排出される水に全国一律
の排水基準を設定し、規制していま
す。アスベスト除去等作業現場の立入調査

　表１‐３２　環境放射能調査の概要

測　定　方　法調査回数
（回/年）調査地点試　　料　　名調査項目

モニタリングポスト連　続

富山市
高岡市
砺波市
小矢部市
射水市空 気空 間 放 射

線 量 率
（県独自調査）

氷見市
入善町

ベータ線測定装置降雨毎射水市降 水全ベータ線

ゲルマニウム半導体
核種分析装置

４〃大 気 浮 遊 じ ん

核種
ガ ン マ 線

１２〃降 下 物
１〃水 道 水
１〃米
１富山市野菜（ほうれんそう）
１射水市 〃 （大　　　　根）
１砺波市牛 乳
１射水市土　壌（上層、下層）

※　上記のほか、原子力規制庁からの依頼により次の調査を実施
　　・水道水　１回／３月
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　　　　規制の対象は、特定施設を設置し
ている工場・事業場であり、現在、
政令で１０３業種等の施設が指定され
ています。２４年度末時点では、３，４２３
工場・事業場において届出がなされ
ており、地域別では、富山市が２８％、
高岡市が１３％を占めています。また、
業種別では、宿泊業が１８％、食料品
製造業が１６％となっています。

　　　　また、国の一律基準では水質汚濁
の防止が不十分と認められる水域に
ついては、条例でより厳しい排水基
準（上乗せ排水基準）を設定できる
ことになっており、本県では、主要
な公共用水域について上乗せ排水基
準を設定しています。

　　　　さらに、本県では、公害防止条例
により、法の規制対象外の施設を対
象として、特定施設を追加指定する
とともに、排水基準を設定し、水質
汚濁の未然防止を図っています。

　　　　さらに、地下水汚染を防止するた
め、水質汚濁防止法及び公害防止条
例により、有害物質を含む水の地下
浸透を禁止しています。

　　イ　水質環境計画の推進
　　　　水質環境計画（６２年２月策定、２０

年３月改定。以下「クリーンウオー
ター計画」という。）は、環境基本条
例に定める水質汚濁の防止に関する
個別計画であり、河川、湖沼、海域
及び地下水の水質環境を保全するた
めの基本となる方向を示すとともに、
県及び市町村の事業、事業者の活動
など水環境を利用する際の指針とな
るものです。

　　　　県では、この計画に基づき、公共

用水域及び地下水等の監視や公共下
水道の整備、工場・事業場の排水対
策、水環境保全活動の啓発などの水
環境保全施策を推進しています。

　　　　また、富山湾の水質については、
窒素、りんに起因する植物プランク
トンの増殖（内部生産）の影響を受
けるため、表１‐３３のとおり富山湾
海域における窒素、りんの水質環境
目標を設定しています。

　　　　この計画を総合的かつ計画的に推
進するため、県、市町村、関係団体
等からなる「水質環境計画推進協議
会」において、施策の実施状況や推
進方策等について具体的な検討を行
っています。

　　　　クリーンウオーター計画の概要は、
表１‐３４のとおりです。

　　ウ　監視測定体制の整備
　　　水質汚濁防止法に基づき、公共用水
域及び地下水の水質測定計画を作成し、
公共用水域では２７河川、３湖沼、２海
域の９８地点、地下水では９８地点で水質
を監視しています。

　　エ　監視指導
　　　水質汚濁防止法及び公害防止条例に

基づき、延べ１８７工場・事業場（中核
市である富山市を除く。）を対象に、
排水基準の適合状況及び汚水処理施
設の管理状況等について、立入検査
を実施し、のべ３工場・事業場に対
して、汚水処理等の改善を指導しま
した。

　　オ　富山湾水質保全対策の推進
　　　　富山湾の水質保全を図るため、工

り　　　　　ん窒　　　　　素水　　域　　名

０．０１６mg鍬L以下０．１７mg鍬L以下小矢部川河口海域（乙）

０．０１７mg鍬L以下０．２３mg鍬L以下神通川河口海域（乙）

０．０１０mg鍬L以下０．１４mg鍬L以下その他の富山湾海域

　表１‐３３　富山湾海域における窒素・りんの水質環境目標
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場・事業場対策として、５工場・事
業場において排水中の窒素、りんの
濃度を調査し、窒素、りん削減の技
術指導を行いました。

　　　　また、事業者、行政等で構成する
「富山湾水質改善対策推進協議会」
において、窒素、りんの削減に関す
る情報・意見交換を行い、工場・事
業場に対する意識啓発を行いました。

　　カ　水生生物保全環境基準の類型指定
　　　　水生生物の生息状況及び水質汚濁

の状況を踏まえ、水生生物保全環境
基準の県西部河川（９河川１６水域）
への類型指定を実施しました。

　　キ　水質環境の各種調査
　　　ア　窒素・りん環境調査
　　　　　河川や海域における全窒素及び

全りんの実態を把握するため、河
川５７地点、海域２８地点で調査を実
施しました。

　　　　　その結果、河川の全窒素及び全
りんの濃度は一般的に人為的汚濁

源の多い河川で高く、有機汚濁の
状況とほぼ類似した傾向を示しま
した。

　　　　　また、富山湾の全窒素は、環境
基準のⅠ類型（０．２㎎／ℓ以下）
～Ⅱ類型（０．３㎎／ℓ以下）、全り
んは環境基準のⅠ類型（０．０２㎎／
ℓ以下）に相当する水質であり、
クリーンウオーター計画で設定し
た水質環境目標の適合率は、全窒
素で１８％、全りんは７１％でした。

　　　イ　要監視項目環境調査
　　　　　公共用水域における要監視項目

の実態を把握するため、河川５２地
点で９項目について調査を実施し
ました。

　　　　　その結果、一部の地点でニッケ
ル、モリブデン及び全マンガンが
検出されましたが、環境省が定め
る指針値を超えた項目はありませ
んでした。 

　表１‐３４　クリーンウオーター計画の概要
「魚がすみ、水遊びが楽しめる川、湖、海及び清らかな地下水」
具体的には、「きれいな水」と「うるおいのある水辺」の確保
　○き　れ　い　な　水：公共用水域及び地下水において、水質汚濁に係る
　　　環境基準が達成されていること
　　　　さらに、公共用水域の生活環境項目については、河川は環境基準の

Ｂ類型相当以上の水質、湖沼は環境基準のＡ類型相当以上の水質、海
域は環境基準のＢ類型相当以上の水質であること

　○うるおいのある水辺：周辺の景観と調和が図られ、水や緑、魚などの自
然と触れ合うことができ、散策など憩いの場が確保されていること

計 画 目 標

　特に期間は定めていませんが、おおむね５年を目途に施策等の見直しを図る
ものとしています。計 画 期 間

県下全域の公共用水域及び地下水対 象 水 域
・水質環境の調査及び評価
・排水対策
・水域の保全
・環境保全活動等

計画の推進施策

　県民、事業者、各種団体及び関係行政機関の連携・協力のもと、計画の推
進を図ります。
　また、国、県、市町村、関係団体からなる水質環境計画推進協議会におい
て、計画を効果的に推進します。

計画の推進体制
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　　　ウ　湖沼水質調査
　　　　　主要な湖沼の水質の現況を把握

し、水質汚濁の未然防止に資する
ため、上市川ダム貯水池及び白岩
川ダム貯水池の２湖沼で水質調査
を実施しました。

　　　　　その結果、有機汚濁の指標であ
るCODについては、２湖沼とも
環境基準のA類型（３㎎／ℓ以
下）に相当する水質でした。

　　　エ　海水浴場水質調査
　　　　　海水浴場の水質実態を把握する

ため、主要８海水浴場について調
査を実施しました。

　　　　　結果は、すべて水浴場として適
した水質でした。

　　　オ　神通川第一ダム水質調査
　　　　　神岡鉱業㈱との「環境保全等に

関する基本協定」に基づき、カド
ミウムについて神通川第一ダムで
毎月、１日５回の調査を実施しま
した。

　　　　　その結果、すべて不検出（０．０００１
㎎／ℓ未満）でした。

　　　カ　底質調査
　　　　　公共用水域における底質の重金

属の状況を把握し、水質汚濁の未
然防止を図るため、河川及び港湾
１６地点で調査を実施したところ、
総水銀については暫定除去基準の
２５ppmを超える地点はみられま
せんでした。

　　　キ　立山環境調査
　　　　　立山地区の水質環境の保全を図

るため、常願寺川上流部の河川等
の環境７地点及び発生源１１事業場
の水質調査を実施しました。

　　　　　その結果、発生源についてはい
ずれも排水基準に適合しており、
環境については著しい水質悪化は
認められませんでした。 

　　　ク　水生生物調査
　　　　　広く水質保全意識の普及啓発を

図るため、中学校や高等学校の科
学部等の各種団体の協力を得て、
河川の水生生物調査を実施してお
り、４団体のべ１，１７４名の参加によ
り、１４河川２０地点で調査を実施し
ました。

　　ク　漁場環境保全対策
　　　　漁場環境の保全を図るため、漁場

環境の監視を行うとともに漁業被害
に関する情報の収集、定置網漁場の
水質調査等を実施しています。朝日
町宮崎から氷見市地先に至る定置網
漁場を中心とする３２地点において、
調査地点ごとに３～１１回、水温、pH、
塩分、濁度、CODを測定するとと
もに、海況及び漁獲量も併せて調査
し、その結果をとりまとめ、関係者
に報告しました。主な調査結果を年
間の最小値・最大値でみると、pH
については、７．６～８．８、CODは０．２
～２．５㎎／ℓとなっています。

　③　騒音・振動
　　ア　騒音の防止対策
　　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　　騒音規制法は、規制地域におい

て、敷地境界での工場騒音、特定
建設作業騒音及び自動車騒音を規
制することにより、騒音の防止を
図っています。

　　　　　規制地域は、１０市４町のうち、
都市計画法に基づく用途地域の定
められている地域であり、工場騒
音は、金属加工機械、織機等３１種
類の施設、特定建設作業騒音は、
くい打機を使用する作業等８種類
の作業について、区域及び時間帯
ごとに規制基準が定められていま
す。

　　　　　２４年度末の特定施設の届出状況
は、１，６４１工場・事業場、１８，７０２施
設となっています。
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　　　　　また、自動車騒音は、定常走行
時及び加速走行時について許容限
度を定め規制されているほか、公
安委員会への要請限度等が定めら
れています。

　　　　　さらに、公害防止条例では、法
の指定地域以外の地域及び規制対
象外の施設を対象として、県下全
域にわたって規制を行っています。
規制基準は、法に準じて、区域及
び時間帯ごとに定められています。

　　　イ　監視指導
　　　　　騒音による生活環境への影響を

防止するため、各市町では、工場・
事業場等の監視を実施するととも
に、必要に応じて施設の改善や維
持管理の徹底等について指導を行
っています。

　　　　　騒音規制法及び公害防止条例の
対象工場・事業場等について、６
市町が５２工場・事業場の立入検査
を実施し、規制基準の適合状況及
び対象施設の維持管理状況を調査
するとともに技術指導を行いまし
た。

　　　ウ　騒音の各種調査
　　　　　一般地域の環境騒音については、

道路に面する地域以外の地域にお
いて７市町が実態を調査しました。
このうち、昼間及び夜間とも測定
が実施された５２地点における環境
基準の達成状況は、表１‐３５のと
おり、昼間及び夜間とも達成して
いる地点は５０地点（９６％）であり、
昼間、夜間のいずれかにおいて達
成している地点は、２地点（４％）
でした。

　　　　　また、自動車騒音については、

道路に面する地域において県及び
９市町が１０１地点で実態を調査し
ました。このうち、環境基準を超
過する住居等の戸数及び超過する
割合について評価（面的評価）を
行っている地点の環境基準の達成
状況は、表１‐３６のとおり、達成
戸 数 は６，３５７戸 数 中４，３３２戸 数
（６８％）でした。

　　　　　さらに、県では、航空機騒音に
係る環境基準の達成状況を把握す
るため、四季ごとに１回（７日間）
４地点で調査を実施しました。そ
の結果、すべての地点において環
境基準を達成していました。航空
機騒音の年度別推移は表１‐３７の
とおりです。

　　　エ　その他の対策
　　　　　高度道路交通システムの整備や

道路構造の改善等により、交通流
の円滑化、交通渋滞の解消等を促
進し、自動車騒音の防止を図って
います。

一部達成（％）全部達成（％）測定地点数区　　　　　　　　分
２（４）５０（９６）５２道路に面する地域以外の地域

　表１‐３５　一般地域の環境騒音の環境基準達成率（２４年度）

自動車騒音の調査
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　　イ　振動の防止対策
　　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　　振動規制法では、規制地域にお

いて、敷地境界での工場振動、特
定建設作業振動及び道路交通振動
を規制することにより、振動の防
止を図っています。

　　　　　規制地域は、１０市４町のうち、
都市計画法に基づく用途地域の定
められている地域であり、工場振
動は、金属加工機械、織機等２０種
類の施設、特定建設作業振動は、く
い打機を使用する作業等６種類の
作業について、区域及び時間帯ご
とに規制基準が定められています。

　　　　　２４年度末の特定施設の届出状況
は、８９５工場・事業場、９，０５２施設
となっています。

　　　　　また、道路交通振動については、
公安委員会への要請限度等が定め
られています。

　　　イ　監視指導
　　　　　振動による生活環境への影響を

防止するため、各市町では、工場・
事業場等の監視を実施するととも
に、必要に応じて施設の改善や維
持管理の徹底等について指導を行
っています。

　　　　　振動規制法の対象工場・事業場
等については、３市町が２２工場・
事業場の立入検査を実施し、規制
基準の適合状況及び対象施設の維
持管理状況を調査するとともに技
術指導を行いました。

　　　　　また、道路交通振動については、
７市町が６２地点において調査を実
施したところ、いずれの地域にお
いても、道路交通振動に係る公安
委員会への要請限度と比較して極
めて低い値でした。

　　　ウ　その他の対策
　　　　　騒音の防止対策と同様、高度道

路交通システムの整備や道路構造
の改善等により、交通流の円滑化、
交通渋滞の解消等を促進し、道路
交通振動の防止を図っています。 

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度調査地点名
６８６８６９６９７０富 山 市 萩 原
６８６８６９６８６９富 山 市 塚 原
６４６４６６６７６６富 山 市 新 保
６８６９６９６９７０富山市婦中町萩島

７５以下（類型Ⅱ）環 境 基 準

　表１‐３７　航空機騒音の年度別推移 （単位：WECPNL）

注　環境基準達成率は、当該地域内の全ての住居等のうち環境基準に適合している戸数の
割合を把握して面的評価したものです。

　表１‐３６　自動車騒音の環境基準達成状況（２４年度）

環境基準達成率（％）達成戸数達成区間数評価対象
戸　　数

評　価
区間数

道　路　種　別
（道路に面する地域）

１００　１１６１　１１６１高　速　道　路
８９２，０３７６２，２８５１４国　　　　　道
５５２，１３４３３，９１１９県　　　　　道
１００　　４５１　　４５１市　　　　　道
６８４，３３２１１６，３５７２５計
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　④　悪臭
　　ア　悪臭防止法等による規制
　　　　悪臭防止法は、規制地域において、

工場・事業場の敷地境界での悪臭物
質の濃度や気体排出口及び排水口に
おける悪臭物質の排出等を規制する
ことにより、悪臭の防止を図ってい
ます。

　　　　規制地域は、１０市４町のうち、都
市計画法に基づく用途地域の定めら
れている地域であり、アンモニア、
メチルメルカプタン等２２物質につい
て、工業専用地域とその他の用途地
域に区分し、事業場の敷地境界、気
体排出口及び排水口における規制基
準が設定されています。

　　　　また、公害防止条例では、悪臭に
係る特定施設の届出を義務付けてい
ます。

　　イ　畜産環境保全対策
　　　　畜産農家の実態調査、巡回指導を

行うとともに、畜産環境保全に係る
施設導入に対し、助成を行いました。

　　　ア　調査及び巡回指導
　　　　　県、市町村及び農業団体の連携

による総合的な指導体制のもとに、
畜産農家の実態調査、巡回指導、
水質検査、悪臭調査等を実施しま
した。

　　　　　このうち、実態調査については、
１７０戸の畜産農家を調査しました。
その結果、ふん尿処理施設の設置
及び利用状況は、各畜種とも発酵
処理施設による利用が最も多い状
況でした。また、畜産農家付近住
民から寄せられる苦情を未然に防
ぐため、延べ２６９戸を巡回指導を行
うとともに、水質検査を９戸、悪
臭調査を４戸で実施しました。

　　　イ　健全な畜産経営の育成
　　　　　家畜の飼養に伴って生ずる衛生

環境阻害要因の除去、施設の改善
及び畜舎周辺の美化運動等を推進

するとともに、地域社会と調和し
た清潔で快適な畜産環境の維持を
推進しました。また、家畜ふん尿
を適正に処理した堆肥づくりを積
極的に指導しました。

　⑤　発生源対策
　　　大気汚染防止法等に基づく工場・事
業場への立入調査による監視指導のほ
か、環境保全技術者講習会の開催等に
よる環境保全に関する知識、技術の習
得及び意識啓発、環境汚染事故の未然
防止対策や応急措置等に関する情報提
供等により、事業者の効果的な環境管
理体制の再構築を支援しました。

　⑥　環境影響評価
　　　環境影響評価条例に基づく環境影響
評価その他の手続きの流れは、図１‐
２６のとおりです。

　　　このほか、公害防止条例や土地対策
要綱の手続きを通じて、環境影響評価
条例の対象事業にならない開発事業に
ついても、環境への影響を事前に審査
し、大規模な開発による環境への影響
の未然防止に努めました。

　　　また、富山新港火力発電所石炭１号
機リプレース計画の環境影響評価にお
いて、適切な環境調査等の実施を指導
しました。
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　図１‐２６　環境影響評価条例に基づく手続き
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２　環境改善対策等の推進

１　現況
　①　環境汚染事故対策
　　　近年、有害物質や油などの河川等へ
の流出や地下への浸透などの水質汚濁
事故が年間４０～６０件程度発生しており、

事故の未然防止の推進及び事故時の関
係者間の連携体制の強化を図るため、
「水質汚濁事故対策連絡会議」を設置
しています。

　②　土壌・地下水汚染対策
　　ア　農用地の土壌環境の状況
　　　　土壌は、一旦汚染されるとその影

響が長期にわたり持続するという特
徴があり、土壌の機能を保全する観
点から、重金属や有機塩素化合物等
について環境基準が定められていま
す。また、農用地については、「農用
地の土壌の汚染防止等に関する法
律」に基づき、カドミウム、銅及び
砒素が特定有害物質として定められ
ています。

　　　　県内には、カドミウムによって汚
染された農用地として、表１‐３８、
図１‐２８に示すように神通川流域で
１，５００．６ha、黒部地域で１２９．５haを
農用地土壌汚染対策地域に指定し、
表１‐３９の農用地土壌汚染対策計画
に基づき、汚染を除去するための工
事（土壌復元工事）を実施してきた
ところであり、土壌復元事業が完了
した地域については指定を解除した
結果、２４年度末の時点での指定面積

は、神通川流域で３１．５ha、黒部地域
で６８．５haとなっています。

　イ　市街地等の土壌環境の状況
　　　近年、有害物質による土壌汚染の判
明件数が全国的に著しく増加してきて
おり、土壌汚染による人の健康影響の
懸念や対策の確立への社会的要請が強
まったことから、１４年５月に「土壌汚
染対策法」が公布され、１５年２月から
施行されています。

　　　土壌汚染対策法では、有害物質使用
特定施設の廃止時等に、土地所有者等
による土壌汚染状況調査の実施を義務
付けており、その結果、指定基準に適
合しない汚染が判明した場合は、区域
指定することとされており、本県では
２４年度末時点で４か所が形質変更時要
届出区域に指定されています。

　③　化学物質対策
　　　有害性が指摘されている化学物質に
ついては、近年、法令による規制が進

　図１‐２７　水質汚濁事故発生件数の推移
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み、環境リスク（環境の保全上の支障
を生じさせる可能性）の低減が図られ
ていますが、使用や排出の実態、環境
濃度等の知見が不足しており、今後、
実態の把握に努めることが必要となっ
ています。このため、国では、１１年７
月に、多数の化学物質に係る環境リス
クを適切に管理することを目的として
「特定化学物質の環境への排出量の把
握等及び管理の改善の促進に関する法
律」（以下「化学物質排出把握管理促進
法」という。）を制定し、１３年４月から
PRTR制度が運用されています。

　　　化学物質による環境汚染については、
大気汚染防止法、ダイオキシン類対策
特別措置法等に基づき対策を推進して
おり、特に環境基準が設定されたベン
ゼン、ダイオキシン類などについては、
環境濃度、排出状況等の把握に努めて

います。
　　　また、工場・事業場における化学物
質の適正管理の徹底を指導するととも
に、地下水や土壌の汚染がみられる場
合には、地下水の浄化、汚染土壌の除
去等の措置を講じるなど、汚染の拡大
及び健康被害の防止を図っています。

　　　さらに、人や野生生物の内分泌作用
をかく乱し、生殖機能障害等を引き起
こす可能性が指摘されている内分泌か
く乱化学物質については、主要河川で
調査を行い、実態の把握に努めていま
す。

　　　一方、ゴルフ場における農薬の管理
については、２年４月に定めた「ゴル
フ場農薬安全使用指導要綱」に基づき、
県内のすべてのゴルフ場で水質の常時
監視が行われており、排水の自主測定
の結果も環境省の暫定指導指針値及び

注　面積は台帳面積です。地域名は指定当時の名称です。

（単位：ha）　表１‐３８　農用地土壌汚染対策地域の指定及び解除の状況

黒部地域
神　　　　通　　　　川　　　　流　　　　域地区

計画の内容 計第３次地区第２次地区第１次地区

３年１１月１９日
８年９月３０日変更
２０年３月２８日変更

―――
４年２月３日

１５年６月２６日変更
５９年１月２０日　
３年９月４日変更

５５年２月６日告 示 年 月 日

１２９．５（１３２．１）１５００．６（１６４４．４）９５３．７（１，０５５．３）４５０．５（４８１．１）９６．４（１０８．０）計画面積（ha）

注　実数は台帳面積、（　）内は実測面積です。

　表１‐３９　神通川流域及び黒部地域における農用地土壌汚染対策計画策定状況

指定及び解除の
年　　月　　日

汚染
物質

残る指
定面積
①－②

指　定　解　除　し　た　面　積対策地域
の指定面
積　　①

地　域　名
計　②第９回第８回第７回第６回第５回第４回第３回第２回第１回

指定　　　４９年８月２７日
５０年１０月１７日

区域変更　５２年１月２８日
５２年１１月３０日

指定解除
第１回６２年６月９日
第２回３年６月１８日
第３回６年４月２５日
第４回９年８月１１日
第５回１２年８月１１日
第６回１５年７月３０日
第７回１８年８月１８日
第８回２１年８月３日
第９回２４年８月１７日

カ
ド
ミ
ウ
ム

０．２２０．９６．３１４．６―――――――２１．１旧富山市
左
岸
地
域神

通
川
流
域

１６．０８９６．０８８．４５１．６６９．８１８４．４１９２．２１２３．８１３０．９４２．４１２．５９１２．０旧婦中町

０．０８５．３０．３０．１――――８０．７４．２―８５．３旧八尾町

１６．２１００２．２９５．０６６．３６９．８１８４．４１９２．２１２３．８２１１．６４６．６１２．５１，０１８．４小 計

１４．８４２２．８０．７６７．３６１．３７３．５１２．０２３．６１．０１２９．２５４．２４３７．６旧富山市右
岸
地
域

０．５４４．１０．４０．１―０．１―　０．４０．５１４．１２８．５４４．６旧大沢野町

１５．３４６６．９１．１６７．４６１．３７３．６１２．０２４．０１．５１４３．３８２．７４８２．２小 計

３１．５１，４６９．１９６．１１３３．７１３１．１２５８．０２０４．２１４７．８２１３．１１８９．９９５．２１，５００．６計

指定　　４８年８月９日
区域変更４９年１１月２８日
指定解除
第１回１２年８月１１日

カ
ド
ミ
ウ
ム

６８．５６１．０――――――――６１．０１２９．５黒 部 市
黒
部
地
域
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要綱の指導値を満たしています。
　　　また、農業分野においては、環境に
やさしい農業の推進のため「とやまエ
コ農業推進方針」を策定し、化学肥料
や農薬の使用削減、有機物資源の有効
活用等、環境への負荷の少ない農業の
重要性を啓発する運動を展開していま
す。

　　　さらに、「持続性の高い農業生産方式
の導入の促進に関する法律」に基づき、
たい肥等を活用した土づくりと化学肥
料・農薬の使用の低減を一体的に行う
持続性の高い農業生産方式を導入する
農業者（エコファーマー）を育成する
ため、積極的な啓発活動を展開してい
ます。

　④　生活排水対策
　　　１２年度に策定した全県域下水道化新
世紀構想に基づき、流域下水道、公共
下水道及び特定環境保全公共下水道の
整備を計画的に進めた結果、２１年度末

で県内１５市町村すべてにおいて整備が
進められ、供用を開始しています。

　　　また、し尿と生活雑排水を合わせて
処理する合併処理浄化槽の設置につい
ては、昭和６２年度から国が市町村に対
して補助を行っており、県も６３年度か
ら市町村への補助を行っています。

　⑤　公害苦情・紛争
　　　公害紛争処理法に基づき本県の公害
審査会に係属した公害紛争処理事件は、
２４年度までで８件となっています。

　　　また、県又は市町村が受理した大気
の汚染、水質の汚濁等の典型７公害に
ついての苦情件数は、図１‐２９のとお
り、昭和４７年度の５４５件をピ－クに減少
し、その後、近年は増加傾向でしたが、
２４年度は２５０件となっています。その内
訳は、水質汚濁に関するものが多く、
発生源別では、図１‐３０のとおり、家
庭生活、その他（運輸業、サービス業
等）、生産工場の順となっています。

　図１‐２８　農用地土壌汚染対策地域
　　　敢　神通川流域 　　　柑　黒 部 地 域
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　図１‐２９　苦情件数の推移（典型７公害）

　図１‐３０　苦情の発生源別の推移（典型７公害）
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　　　なお、人口１００万人当たりの苦情件数
は、図１‐３１のとおり、本県は全国に
比べて苦情の少ない県となっています。

　　　公害健康被害者に対しては、「公害健
康被害の補償等に関する法律」に基づ
き、原因者負担により、公害によって
生じた健康被害の損失に対する補償が
行われており、医療費、療養手当等の
給付がなされています。本県では、４４
年１２月に神通川下流区域のイタイイタ
イ病が指定を受けています。２４年度末
現在、カドミウム汚染に起因する公害
病であるイタイイタイ病に認定された
患者は１９６名、要観察者は３３７名となっ
ています。

２　講じた施策
　①　環境汚染事故対策
　　　水質汚濁事故対策連絡会議において、
事故時に迅速に対応するための講習会
の開催、事故対策の強化を呼びかける
リーフレットの配布等を実施しました。

　②　土壌・地下水汚染対策
　　ア　農用地の土壌環境保全対策
　　　ア　神通川流域
　　　　　神通川流域では、４６年に「農用

地の土壌の汚染防止等に関する法
律」が施行されたことに伴い、同
年農用地におけるカドミウム汚染
調査を開始しました。

　　　　　４６～５１年度の６年間にわたって、
両岸の農用地約３，１３０haを対象
に、玄米２，５７０点、土壌１，６６７点に
ついて調査した結果、表１‐４０の
とおり、カドミウムによる玄米及
び土壌の汚染が確認されました。

　　　　　このうち、玄米中のカドミウム
濃度が１．０ppm以上の汚染米が検
出された地点は２３０地点で、汚染米
発生地域の面積は約５００haとな
っています。

　　　　　また、この調査結果に基づき、
汚染米発生地域とその近傍地域の

　図１‐３１　人口１００万人当たりの苦情件数の推移（典型７公害）
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うち汚染米が発生するおそれがあ
る地域を合わせた１，５００．６haを
農用地土壌汚染対策地域（以下「対
策地域」という。）として指定しま
した。対策地域内の汚染状況は、
表１‐４１のとおりでした。

　　　　　神通川流域の対策地域面積は
１，５００．６haと広大な地域に及ぶ
ことから、対策計画を上流部から
順次分割して策定し、「農用地の土
壌の汚染防止等に関する法律」に
基づき、第１次地区の９６．４haに
ついては５５年２月、第２次地区の
４５０．５haについては５９年１月（３
年９月に変更）、残る第３次地区の
９５３．７haについては４年２月（１５
年６月に変更）に、それぞれ対策
計画を策定しました。対策計画に
係る事業費は、第１次地区が
１，７８３，０００千円、第２次地区が
１０，９４０，０００千円（３年９月の変更
後は９，０５４，８５６千円）、３次地区が
１９，２９１，９００千円（１５年６月の変更
後は２４，２３２，０００千円）であり、第
１～３次地区に係る公害防止事業
費事業者負担法に基づく費用負担
計画により負担がなされています。

対策計画が策定されると、土地改
良法等に基づき公害防除特別土地
改良事業（以下「公特事業」とい
う。）が実施されることになり、第
１次地区については、５５年１０月に
公特事業として事業計画が確定し、
５８年度に面工事が完成、第２次地
区については、５９年６月に事業計
画が確定し、４年度に面工事が完
成、第３次地区については、４年
９月に事業計画が確定しました。
また、１８年からは市街化区域内に
残っている汚染農用地の土壌復元
にも取り組み、公特事業は２３年度
をもって完了しました。

　　　　土壌復元工事が実施された結果、
第１次地区及び第２次地区では、
全面積において作付が可能となり、
第３次地区についても、作付可能
な客土水田面積は３７７haとなり
ました。また、２４年度に作付した
第３次地区の客土水田（５．４ha）
においてカドミウム濃度調査を実
施したところ、玄米中カドミウム
濃度は０．０２ppm、土壌中カドミウ
ム濃度は０．０７ppmでした。

　表１‐４０　玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）

比　率
（％）点　数土壌中カドミウ

ム濃度（ppm）
比　率
（％）点　数玄米中カドミウ

ム濃度（ppm）

１１１８５０．５０未満６２１，５８９０．４０未満
４４７２５０．５０～０．９９２９７５１０．４０～０．９９
３０５００１．００～１．９９８１９８１．００～１．９９
１５２５７２．００以上１３２２．００以上
１００１，６６７計１００２，５７０計

（４６～５１年度調査）

　表１‐４１　対策地域内玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）
土　　　壌　　　中（ppm）

玄　米　中（ppm）
区　　分

次　　層　　土作　　　　　土
平　　均点　　数平　　均点　　数平　　均点　　数
０．７０３０４１．１２５４４０．９９５４４
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　　　イ　黒部地域
　　　　　黒部地域では、４５年に黒部市の

旧日本鉱業㈱三日市製錬所周辺地
域の農用地が、カドミウム環境汚
染要観察地域に指定されました。
このため、４６～４８年度の３年間に
わたって同工場周辺の農用地約
２５０haを対象に、玄米３１６点、土
壌（作土）２２５点についてカドミウ
ム濃度を調査した結果、表１‐４２
のとおり、カドミウムによる玄米
及び土壌の汚染が確認されました。

　　　　　玄米中カドミウム濃度が
１．０ppm以上の汚染米が検出され
た地点は７地点で、汚染米発生地
域の面積は約８haとなっていま
す。

　　　　　この調査結果に基づき汚染米発
生地域と近傍地域をあわせた
１２９．５haを対策地域として指定
しました。対策地域内の玄米及び
土壌の汚染状況は、表１‐４３のと
おりでした。

　　　　　黒部地域の対策地域面積は
１２９．５haで、当該地域については、
「農用地の土壌の汚染防止等に関
する法律」に基づき、３年１１月
（８年９月、２０年３月に変更）に

対策計画を策定しました。対策計
画に係る事業費は、２，９３６，０００千円
（変 更 後 は４，００５，７００千 円、
５，３０７，９２７千円）であり、対策地域
に係る公害防止事業費事業者負担
法に基づく費用負担計画によって
費用負担がなされています。

　　　　　また、公特事業については、４
年１月に県営公特事業として事業
計画が確定したため、２月から工
事に着手し、９年度には農業振興
地域内の土壌復元が完了しました。
２０年度からは黒部市用途地域内に
残っている汚染農用地の土壌復元
に着手しています。土壌復元工事
が実施された結果、用途地域内に
おいて２５年度までに作付可能な客
土水田面積は１６．３haとなりまし
た。

　　　ウ　産米流通対策地域
　　　　　農用地土壌汚染対策地域周辺に

位置する地域で、玄米中カドミウ
ム濃度が０．４ppm以上１．０ppm未
満の米が産出された地域を産米流
通対策地域としました。神通川流
域では９年２月に対策計画を策定
し、２３年度をもって復元事業を完

　表１‐４２　玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）

比　率
（％）点　数土壌中カドミウ

ム濃度（ppm）
比　率
（％）点　数玄米中カドミウ

ム濃度（ppm）

１３２９２．００未満２６８００．４０未満
５８１３０２．００～５．９９７２２２９０．４０～０．９９
２０４５６．００～９．９９２７１．００～１．９９
９２１１０．００以上００２．００以上

１００２２５計１００３１６計

（４６～４８年度調査）

土　　　壌　　　中（ppm）
玄　米　中（ppm）

区　　分
次　　層　　土作　　　　　土

平　　均点　　数平　　均点　　数平　　均点　　数
０．８５１９７．５７４４０．７９４４

　表１‐４３　対策地域内玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）
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了しました。黒部地域では９年１１
月に対策計画を策定し、復元事業
を実施しており、２６年度の完了を
予定しています。

　　イ　市街地等の土壌環境保全対策
　　　ア　一定の規模以上の土地の形質変

更
　　　　　土壌汚染対策法では、３，０００㎡を

超える土地の形質変更を行う場合、
知事（富山市内の場合は市長）に
届出を行うことが義務付けられて
いるほか、土壌汚染のおそれがあ
ると認めるときは、調査命令が発
出されます。

　　　　　２４年度における土地の形質変更
の届出件数は７７件であり、いずれ
も調査命令は発出されませんでし
た。

　　　イ　法の周知等
　　　　　法の確実な運用を図るため、事

業者等に対する文書通知等により、
制度の周知を図ってきたほか、事
業者等からの土壌汚染に関する相
談に対しては、対策の指導・助言
や必要に応じて周辺地下水の汚染
状況などの確認調査を実施してい
ます。

　　　　　さらに、土壌汚染の可能性の高
い土地を把握するための情報や汚
染原因の特定のための情報等の土
壌汚染に関する情報を管理・活用
するための土壌汚染リスク情報管
理システムにより、法の円滑な運
用を図っています。

　③　化学物質対策
　　ア　PRTR制度の運用
　　　ア　PRTRデータの集計公表
　　　　　化学物質排出把握管理促進法に

基づくPRTRデータの２３年度の
集計結果が国から２５年２月２８日に
公表されました。

　　　　　本県における２３年度の届出数は

５１９件で、その化学物質の排出・移
動量の合計は５，９６４tであり、全国
の１．５％を占めていました。その内
訳は、表１‐４４のとおり、大気、
水域への排出量が２，２６８t（３８．０％）、
廃棄物等への移動量は３，６９６t
（６２．０％）であり、全国と比較す
ると、廃棄物への移動量の占める
割合が大きいという特徴がみられ
ました。

　　　　　また、排出・移動量の推移は図
１‐３２のとおり、２２年度と比較す
ると、全体としては４９８t増加しま
した。

　　　　　届出排出量の内訳を物質別にみ
ると、表１‐４５のとおり、合成原
料や溶剤として幅広く使用されて
いるトルエン（７０１t）、金属洗浄な
どに使用されるジクロロメタン
（塩化メチレン）（４０１t）が大きな
割合を占めていました。

　　　　　なお、届出排出量と届出外排出
量（小規模事業所、田、家庭、自
動車等からの排出量を国が推計）
を合計した総排出量は、表１‐４６
のとおり、５，３７３tと全国の１．３％
を占めており、全国順位は３２位で
した。

　　　イ　事業者による自主的な化学物質
の排出削減の促進

　　　　　事業者に対し、化学物質管理計
画の策定や化学物質による環境影
響の把握、削減対策等の検討に関
し、技術的な支援又は助言を行う
とともに、優良な取組事例を紹介
するためのウェブサイト「よくわ
かる！化学物質（環境リスク改善
への道しるべ）」を開設しました。

　　イ　ダイオキシン類への対応
　　　ア　ダイオキシン類対策特別措置法

に基づく規制の概要
　　　　　ダイオキシン類対策特別措置法

では、ダイオキシン類による環境
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注１　（　）内は届出排出・移動量の割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

排　出　・　移　動　量（ｔ）
区　　　　分

全　　　国富　山　県
１５７，６６１（３９．５）２，０５６（３４．５）大 気

排
　
出
　
量

　８，５５９（　２．１）　２１２（　３．６）水 域
　　１５４（　０．０）―　（　―　）　 　土 壌
　　７，４７０（　１．９）―　（　―　）　 　埋 立
１７３，８４３（４３．６）２，２６８（３８．０）小 計
２２３，５９１（５６．１）３，６９６（６２．０）廃 棄 物

移
動
量

　１，４３６（　０．４）０．３　（　０．０）　 　下 水 道
２２５，０２７（５６．４）３，６９６（６２．０）小 計
３９８，８７０（　１００）５，９６４（　１００）合　　計（ｔ）

　表１‐４４　排出・移動量集計結果（２３年度）

　図１‐３２　排出・移動量の経年変化

　　　　　注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

　表１‐４５　物質別届出排出量（２３年度）

注１　（　）内は届出排出量の割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

排　　　出　　　量（ｔ／年）
物　　　　　　　質

全　　　国富　山　県
５８，５３６（　３３．７）７０１（　３０．９）ト　ル　エ　ン
３１，９６０（　１８．４）２７６（　１２．２）キ　シ　レ　ン
１３，５５６（　７．８）４０１（　１７．７）ジクロロメタン（塩化メチレン）
６９，７９１（　４０．１）８９０（　３９．２）そ　　の　　他
１７３，８４３（１００　）２，２６８（１００　）合　　　　　　計
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の汚染の防止及びその除去等を図
るため、工場・事業場から排出さ
れる排出ガスや排出水について、
排出基準を設定し、規制を行って
います。また、規制の対象となる
特定施設を設置する工場・事業場
に対しては、毎年１回以上のダイ
オキシン類の測定及びその結果を
知事（富山市の工場・事業場にあ
っては、市長）へ報告することを
義務付けています。

　　　　　現在、政令で廃棄物焼却炉等２４
種類の施設が特定施設に指定され
ており、２４年度末の特定施設の届
出状況は、総施設数が２１８施設（１４３
工場・事業場）となっています。
種類別にみると、大気基準適用施
設（１６４施設）では、廃棄物焼却炉
が１２０施設（７３％）と最も多く、次
いでアルミニウム合金製造用溶解
炉が４２施設（２６％）となっていま
す。水質基準対象施設（５４施設）
では、廃棄物焼却炉に係る廃ガス
洗浄施設等が３５施設（６５％）と最
も多く、次いでアルミニウム又は
その合金製造の用に供する廃ガス
洗浄施設等５施設（９％）、特定施
設から排出される下水を処理する
下水道終末処理施設５施設（９％）
となっています。

　　　イ　ダイオキシン類環境調査
　　　　　県では、ダイオキシン類対策特

別措置法に基づき、国、市町村と
連携して、ダイオキシン類の汚染
の状況を調査しており、２４年度は、
大気、河川水質、河川底質、海域
水質、海域底質、地下水質及び土
壌について、延べ１０９地点で調査を
実施しました。

　　　　　調査結果は、表１‐４７のとおり、
河川水質及び河川底質については、
それぞれ富山市の富岩運河１地点
で環境基準を超えていましたが、
その他の地点では環境基準を達成
していました。

　　　ウ　ダイオキシン類発生源監視指導
　　　　　ダイオキシン類対策特別措置法

に基づく特定施設の設置者による
測定結果の概要は、表１‐４８のと
おりであり、測定結果が未報告の
設置者に対しては、口頭での指導
を行いました。

　　　エ　富岩運河等のダイオキシン類対
策の推進

　　　　　ダイオキシン類による水質や底
質の汚染が明らかになっている富
岩運河等の対策について、１３年度
に学識経験者等からなる「富岩運
河等ダイオキシン類対策検討委員
会」を設置し、汚染原因の調査や
対策工法の検討などを進めてきて
おり、２４年度には中島閘門下流部
の工法検討調査を実施しました。

排 出 量
合 計

届　　出　　外　　排　　出　　量（ｔ／年）届 出
排 出 量
（ｔ／年） 合 計家 庭移 動 体非 対 象

業 種対象業種

５，３７３　
（１．３）

３，１０５　
（１．２）

４７８　
（０．９）

６８３
（１．０）

１，４７１　
（１．７）

４７３　
（１．０）

２，２６８　
（１．３）富 山 県

４２８，５４９　２５４，７０６　５３，４８５　６８，９６７　８６，６８０　４５，５７４　１７３，８４３　全 国

　表１‐４６　届出排出量及び届出外排出量（２３年度）

注１　（　）内は全国での富山県の占める割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。
　３　届出外排出量は、現在、手法が改善されているところであり、手法が安定するまでは単純に推計

値を比較することはできません。
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また、中島閘門上流部の対策工事
の着手に向けて公害防止対策事業
費事業者負担法に基づく費用負担
計画の策定を進めました。

　　　　　一方、国土交通省では、１５年３
月に「港湾における底質ダイオキ
シン類対策技術指針」、１９年７月に
港湾・河川事業共通の新たな技術
基準や処理工法に関する「底質ダ
イオキシン類対策の基本的考え
方」を取りまとめ、１７年３月には
富岩運河の底質を材料として行っ
た実験結果を「港湾における底質
ダイオキシン類分解無害化処理技

術データーブック」として取りま
とめて公表するなど、ダイオキシ
ン類汚染底質の無害化処理技術の
開発に取り組んでいますが、大量
の汚染土の処理技術としては経済
性、施工性、安全性等において課
題が多いことから、さらなる安全
で低コストな無害化処理技術の確
立を国に要望しているところです。

　　　　　県では、これらを踏まえ、引き
続き、中島閘門下流部の対策工法
の検討を進めることにしています。

　　　　　富岩運河のしゅんせつ土砂を搬
出した富山新港東埋立地について

注　大気（各地点年２～４回測定）及び河川水質（各地点年１～４回測定）の調査結果については、年平
均値です。

　表１‐４７　ダイオキシン類の調査結果（２４年度）
環境基準
超過地点数環境基準調　査　結　果調査地

点　数区　　　　　分

０
０．６pg-TEQ/m３

　０．０１１～０．０２８pg-TEQ/m３９住居地域大
　
気

０　０．０１２～０．０１５pg-TEQ/m３３工業地域
０　０．００７７～０．００８０pg-TEQ/m３２廃棄物焼却施設周辺
１

　１pg-TEQ/ L
　０．０６２～１．７pg-TEQ/ L３７河川公

共
用

水
域
水
質 ０　０．００６３～０．０７１pg-TEQ/ L６海域

１
１５０pg-TEQ/ ｇ

　０．２１～７００pg-TEQ/ ｇ１１河川公
共
用

水
域
底
質 ０　２．２～５．６pg-TEQ/ ｇ４海域

０　　１pg-TEQ/ L　０．０１６～０．０６９pg-TEQ/ L１９地下水質
０

１，０００pg-TEQ/ ｇ
　０．００１８～７．１pg-TEQ/ ｇ１４一般環境土

壌 ０　０．００１２～０．４０pg-TEQ/ ｇ４発生源周辺

注　（　）は工場・事業場数です。

事業者の測定結果報告施設数報 告 対 象
施 設 数区　　分

０．００００５７～３．７pg-TEQ/ L２９（１１）３２（１２）排　出　水

事業者の測定結果報告施設数報 告 対 象
施 設 数区　　分

０～７．８ng-TEQ/m３N１０２（６４）１０４（６６）排 出 ガ ス
０～２０ng-TEQ/ ｇ 　６７（５０）　６９（５２）ばいじん等

　表１‐４８　特定施設の設置者によるダイオキシン類測定結果の概要（２４年度）
　敢　大気基準適用施設

　柑　水質基準適用事業場

注　（　）は工場・事業場数です。
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は、１５年５月に汚染土を遮水シー
トと土砂で覆う対策を完了してい
ますが、引き続き周辺環境の監視
を行っています。

　　ウ　有害大気汚染物質への対応
　　　　住居地域や工業地域等において、

大気中のベンゼンやトリクロロエチ
レンなどの有害大気汚染物質の環境
調査を実施しました。

　　　　環境基準が設定されているベンゼ

ン等の調査結果は、表１‐４９のとお
り、ベンゼンは０．６５～０．８７主／㎥（地
点別年平均値、以下同じ。）、トリク
ロロエチレンは〈０．１～０．３５主／ ㎥、
テトラクロロエチレンは０．１主／ ㎥
未満、ジクロロメタンは０．６７～１．５主
／ ㎥で、４物質ともすべての地点で
環境基準を達成していました。

　　　　また、その他の優先取組物質であ
るアクリロニトリル等の調査結果は、
表１‐５０のとおり、指針値が設定さ

調査
機関

環境基準の適（○）、否（×）
 年平均値（主/弱）項　目

環境基準

物　質

区　分　　　　　調査地点

１５０主/弱以下
であること。

２００主/弱以下
であること。

２００主/弱以下
であること。

３主/弱以下
であること。

ジクロロ
メ タ ン

テトラクロロ
エ チ レ ン

トリクロロ
エチレンベンゼンジクロロ

メ タ ン
テトラクロロ
エ チ レ ン

トリクロロ
エチレンベンゼン

富山市○○○○　０．７５＜０．１　　０．１８　０．８７富 山 芝 園

一 般 環 境

県

○○○○　０．６７＜０．１　＜０．１　　０．７１魚 津

○○○○　０．９０＜０．１　＜０．１　　０．６５小杉太閤山

○○○○　１．５　＜０．１　　０．３５　０．６５高 岡 伏 木固定発生源周辺

―――○―――０．６６小 杉 鷲 塚幹線道路沿道

　表１‐４９　ベンゼン等環境基準設定物質の調査結果及び環境基準の達成状況（２４年度）

　表１‐５０　アクリロニトリル等その他優先取組物質の調査結果（２４年度）（単位：主／弱）
２３年度全国調査結果（環境省）

指針値地点別平均値項　　　　　目
最　大最　小平　均
２．００．００５８０．０８８２　　＜０．１アクリロニトリル
１．２０．００２３０．０５３１０　　＜０．１　　　塩化ビニルモノマー
１．５０．０４６０．２１１８　　　０．１１　　～０．４６クロロホルム
３．５０．０５８０．１８１．６　＜０．１　　　～０．１７１，２－ジクロロエタン
１．９０．００８９０．１５２．５　＜０．１１，３－ブタジエン
０．００５３０．０００７４０．００２１０．０４　　０．００１７　～０．００３１水銀及びその化合物
０．０２２０．０００５７０．００４４０．０２５＜０．００４ニッケル化合物
０．０３４０．０００１８０．００１６－　０．０００６１　～０．００１１ヒ素及びその化合物
０．０００１１０．０００００３７０．００００２３－＜０．０００４ベリリウム及びその化合物
０．１６０．００１７０．０２５－＜０．０１　　～０．０３０マンガン及びその化合物
０．０５１０．０００６００．００５７－＜０．００５　　～０．００７５クロム及びその化合物
６．８０．３６２．５－　１．２　　　～１．６ホルムアルデヒド
７．９０．４５２．２－　０．９８　　～１．６アセトアルデヒド
０．６１０．０１９０．０９４－　０．０６１　　～０．０９９酸化エチレン
０．００１４０．００００２５０．０００２３－０．００００３８　～０．００００６８ベンゾ（a）ピレン

　注　富山市調査分を含みます。
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れているアクリロニトリル、塩化ビ
ニルモノマー、水銀及びニッケル化
合物等については、すべての地点で
指針値を下回っていました。

　　エ　内分泌かく乱化学物質への対応
　　　　内分泌かく乱化学物質の実態を把

握するため、県内の７河川において
調査を行いました。

　　　　調査結果は、表１‐５１のとおり、
ビスフェノールAが３地点で検出
されましたが、予測無影響濃度を下
回っていました。

　　オ　農薬等への対応
　　　ア　ゴルフ場農薬への対応
　　　　　ゴルフ場農薬については、「ゴル

フ場農薬安全使用指導要綱」に基
づき、１６か所のゴルフ場において
排水の自主測定が実施され、その
結果は、いずれも環境省の暫定指
導指針値及び県の要綱で定める指
導値以下でした。また、県が行っ
たゴルフ場排水の水質調査結果で
も、すべて環境省の暫定指針値及
び要綱で定める県の指導値以下で
した。

　　　イ　農薬・化学肥料への対応
　　　　　農業分野においては、農薬の適

用農作物・適用病害虫等の対象、
使用目的や効果、使用上の注意点
に対する十分な理解の徹底を図り、
適正な使用について指導しました。
その結果、２４年度における県内の
化学農薬使用量は４，７２２tと１８年

度の使用量５，１３３tより４１１t減少
しています。

　　　　　また、化学肥料についても、適
正な施肥の推進等により、２４年度
における使用量（窒素、燐酸、加
理の成分合計）は１７．６㎏／１０aと
１８年度の使用量１８．４㎏／１０aより
減少しています。

　　　　　さらに、農薬の飛散を原因とす
る住民・農作物・周辺環境への影
響が生じないよう、農薬の適正使
用や農薬のみに依存しない総合的
な防除方法の普及啓発に努めまし
た。

　　　　　１９年９月に改定した「とやまエ
コ農業推進方針」に基づき、農薬・
化学肥料の低減に取り組むエコフ
ァーマーの認定者数を２７年までに
３，０００名を目標に育成することと
しています。（２４年度２，５２６名）

 

　表１‐５１　県内における内分泌かく乱化学物質実態調査結果（水質）

注　NDとは、定量下限値未満です。

ビスフェノールＡ４‐ｔ‐オクチルフェノールノニルフェノール
項　目

河川名等
NDNDND仏 生 寺 川

０．０１NDND内 川

０．０１NDND下 条 川

０．２１NDND新 堀 川

NDNDND上 市 川

NDNDND角 川

NDNDND片 貝 川

０．０１０．０１０．１（定量下限値）

２４．７０．９９２０．６０８予 測 無 影 響 濃 度

（単位：主／Ｌ）
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　　カ　食品等の汚染対策
　　　　水銀、PCB等の有害物質による

汚染状況を把握するため、魚介類中
の水銀及び食品中のPCB調査を実
施しました。その結果、魚介類中の
水銀については、いずれも暫定規制
値（総水銀０．４ppm、メチル水銀
０．３ppm）以下でした。また、食品
中のPCBについては、暫定規制値
（０．１～３ppm）以下でした。

　　キ　毒物劇物の監視指導
　　　　毒物及び劇物取締法に基づく毒物

劇物業務上取扱者延べ４６工場・事業
場を対象に立入検査を実施し、毒物・
劇物の飛散や流出等の防止措置及び
保管管理の状況等について調査し、
９工場・事業場について法に基づく
届出等を指導しました。監視状況は
表１‐５２のとおりです。また、講習
会を開催し、適正な毒物劇物の保管
管理について指導しました。

　　ク　環境リスク対策の推進
　　　　環境汚染事故の未然防止を図るた

め、「保安管理ノウホワイ集」による
普及啓発、「リスクアセスメント・ガ
イド」の作成等を実施しました。

　④　生活排水対策
　　ア　下水道の整備
　　　　流域下水道のうち、高岡市等５市

を対象とした小矢部川流域下水道事
業は、昭和６２年度から供用を開始し
順次区域を拡大しており、射水市等
３市を対象とした神通川左岸流域下
水道事業は、平成９年度から供用を
開始し順次区域を拡大しています。

　　　　また、公共下水道については、富
山市等１０市４町１村で、特定環境保
全公共下水道については、富山市等
１０市４町で事業を実施しています。

　　　　なお、２４年度末の下水道処理人口
普及率は８１．５％（全国第７位、全国
平均普及率７６．３％）となっています。

 

　　イ　農村下水道の整備
　　　　農村下水道の整備は、農業集落排

水事業や漁業集落排水事業等により
実施しています。

　　　　２４年度末現在では、全体で１３市町
１７１地区において事業を実施してお
り、１２２，２１８人について整備済及び整
備中です。

　　ウ　コミュニティ・プラントの整備
　　　　コミュニティ・プラント（地域し

尿処理施設）は、郊外型ミニ下水道
ともいうべき生活雑排水とし尿を合
わせて処理する施設で、整備や適正
な維持管理が図られています。２４年
度末現在で、２市、４施設（計画処
理人口６，６４２人）が供用されています。

　　エ　合併処理浄化槽の整備
　　　　２４年度は、１１市町において本事業

が進められた結果、１９８基の合併処理
浄化槽が設置され、２４年度末現在で
の設置数は、１４市町において、９，２９５
基となっています。 

　表１‐５２　毒物劇物業務上取扱者の監視状況

注１　（　）内は指導件数です。
　２　［　］内は、県警察本部の依頼により実施した路上取締件数です。

合　　　計その他
（届出不要）運送業金属熱処理業電気めっき業

５２―２４１２７工場・事業場
４６（９）
［３（１）］１７（１）５（０）

［３（１）］１（１）２３（７）立 入 件 数



９２

　⑤　公害苦情・紛争
　　ア　公害紛争処理対策
　　　　公害紛争処理制度は、公害に関す

る紛争の迅速かつ適正な解決を図る
ため設けられたものであり、県では
公害審査会や公害苦情相談員を設け
て、迅速かつ適切な解決に努めてい
ます。

　　イ　苦情対策
　　　　県では、工場・事業場の監視等に

より施設の適正な維持管理を指導す
るとともに、市町村と連携して、県
民や事業者に苦情の原因となる行為
の自粛を呼びかけるなど、苦情の未
然防止に努めています。

　　　　また、苦情が発生した場合は、市
町村等と連携して、速やかな現地調
査を実施し、苦情の原因について改
善等を指導するとともに、関係者の
調整を図るなど、円滑な解決に努め
ています。

　　ウ　公害健康被害対策
　　　　県では、患者等の救済を図るため、

４２年にイタイイタイ病患者及び疑似
患者等に関する特別措置要綱を策定
し、４３年１月から公費による医療救
済を実施しました。また、４４年１２月
に公布された「公害に係る健康被害
の救済に関する特別措置法」の施行
以降、県では、法定受託事務として、
１３年５月の環境省環境保健部長通知
などの国の示す基準に従い、県公害
健康被害認定審査会に諮ったうえで、
イタイイタイ病患者等の認定を行っ
ています。

　　　　一方、黒部市の旧日本鉱業㈱三日
市製錬所周辺地域は、４５年５月に国
がカドミウム環境汚染要観察地域と
して指定した地域であり、県では、
４５年から毎年住民の健康調査を実施
しています。

 

　　　ア　イタイイタイ病対策
　　　　　患者及び要観察者の治療の促進

と発病の予防を図るため、保健師
等による家庭訪問指導を実施した
ほか、要観察者に対して管理検診
を実施し、健康管理に努めていま
す。また、神通川流域で患者の発
生のおそれのある地域の住民に対
し、検診を実施しています。

　　　イ　カドミウム環境汚染要観察地域
対策

　　　　　黒部市の旧日本鉱業㈱三日市製
錬所周辺地域で住民の健康調査を
実施し、住民の健康管理に努めて
います。
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１　現況
　「県土美化推進県民会議」が中心とな
り、「まちやむらを美しくする運動」など
地域住民等と協力して県民総ぐるみの清
掃美化活動が行われているほか、沿岸上
流エリアの市町村や関係団体等と連携し
て海岸清掃美化活動を行う「みんなでき
れいにせんまいけ大作戦」を展開すると
ともに上下流域の親子が参加する「親子
バス海岸清掃体験モデル事業」を実施し
ました。
　また、「道路愛護ボランティア制度」や
「ふるさとリバーボランティア支援制
度」により、清掃美化活動への支援を行
っています。
　このほか、エコドライブとやま推進協
議会が中心となった「エコドライブ推進
運動」など、県民参加で取り組む環境保
全活動が進められています。

設置等により、ポイ捨ての抑止効果
にもつながっています。

　　　　県土美化推進運動の概要は、図１‐
３３のとおりです。

　　　　また、県においては、県管理道路
における継続的・積極的な美化推進
を図るため、「道路愛護ボランティ
ア」活動が１２市町村８５団体４，００４名の
参加により行われました。

　　　　さらに、県管理河川においては、
「ふるさとリバーボランティア支援
制度」を活用して、河川愛護ボラン
ティア団体（６２団体登録）などによ
り、河川環境の美化保全等が行われ
ました。

　　イ　海岸漂着物対策の推進
　　　　海岸漂着物対策推進地域計画に基

づき、多様な主体の役割分担と連携
により、海岸漂着物の円滑な処理や
発生抑制を推進しました。

　　ウ　県民参加で取り組む環境保全活動
の推進

　　　　エコドライブの効果の情報提供や
エコドライブ推進月間（１１月）での
重点的な広報の実施等、「エコドライ
ブのあたりまえ化」に向けた「エコ
ドライブ推進運動」を展開しました。

　　　　また、大気汚染のない清澄な大気
への関心を高めるため、星空観察会
への講師派遣、写真絵画コンテスト
及び観察団体相互の交流を促進する
ためのフォーラムを開催しました。

　　　　さらに、小中学生やその保護者等
も参加した、水生生物等に関する調
査を実施し、その成果を「とやま環
境フェア」、ウェブサイト「とやま名
水ナビ」等で情報発信するなど、水
環境保全活動を促進しました。

３　県民等による自主的な環境保全活動の展開

みんなできれいにせんまいけ大作戦

　２　講じた施策
　　ア　県土美化推進運動等の推進
　　　　地域住民等が主体となり、継続的

な清掃美化活動が期待できるアダプ
ト・プログラム事業により、地域住
民と行政との協働体制づくりが推進
されています。２４年度は６市１２５団体
等が登録し、行政の後押しを受けな
がら、自らの判断で地域環境美化活
動を進めました。その活動を通して
地域への愛着心や美化意識、住民意
識が高まり、さらにサインボードの
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　図１‐３３　県土美化推進運動の概要（２４年度）

　県内の多くの海岸で確認される海岸漂着物。そのほとんどが、森、川、海とつなが
る水の流れを通じて漂着したものであり、環境省の調査によると、本県ではその約８
割が内陸部から河川を通じて流出しているとのシミュレーション結果が報告されてい
ます。
　県内では、小矢部川河口域において特に漂着物が多い傾向にあることから、小矢部
川流域をモデルとして、上下流の住民、事業者が連携して取組みを進めるため、「富山
県海岸漂着物対策推進協議会」に関係の経済団体、農業・漁業団体、消費者・女性団
体等で構成する「小矢部川流域部会」を設置しました。
　今後、部会では、海岸漂着物の発生抑制等に向けた具体的な取組みについて検討を
進めていきます。

コ ラ ム

海岸漂着物を減らすために、上下流の地域が連携した取組みを進めています。
～「富山県海岸漂着物対策推進協議会小矢部川流域部会」の設置～

小矢部川流域部会 小矢部川河口域の海岸漂着物
（射水市六渡寺海岸）

小矢部川流域図
（出典：「小矢部川水系河川整備基本方針」）

・新聞等による広報啓発
・啓発ビデオの貸出
・ポスターの募集、展示

広 報 啓 発 活 動

県民総ぐるみ体制の推進 ・県土美化推進県民会議の運営等

県 民 総 ぐ る み 運 動日本一のきれい
な県土をつくる

・県土美化推進運動
　　「まちやむらを美しくする運動」 ４月、５月　　
　　　県土美化強化週間 ４月１日～７日
　　　ごみゼロの日 ５月３０日　　　
　　「川をきれいにする運動」 ６月、９月　　
　　　県土美化の日 ６月３日　　　
　　「山や海岸をきれいにする運動」 ７月、８月　　
　　　海岸美化の日 ７月１日　　　
　　　自然公園クリーンデー ８月５日　　　
　　「空カンゼロ運動」 ９月　　　　　
　　　空カンゼロの日 ９月１６日　　　
　　２０００年国体開催記念美化の日 １０月７日　　　
・みんなできれいにせんまいけ大作戦の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　６～９月　　

地 域 清 掃 活 動 ・アダプト・プログラム事業の実施（登録数１２５団体等）
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１　現況
　①　海洋環境
　国連環境計画（UNEP）主導の下、
日本海及び黄海の海洋環境保全等を目
的とした「北西太平洋地域海行動計画
（NOWPAP）」が策定されており、（公
財）環日本海環境協力センター
（NPEC）は平成１１年４月に、この地
域活動センターの一つである「特殊モ
ニタリング・沿岸環境評価地域活動セ
ンター（CEARAC）」に指定されてい
ます。
　また、１６年１１月には、NOWPAPの
活動の連絡調整等を担う地域調整部
（RCU）富山事務所が、本県に設置さ
れています。
　さらに、県はNPECと連携し、環
境科学センターに設置されている「環
日本海環境ウォッチシステム」によっ
て衛星から受信した海洋環境データを
解析し、国内外へ発信しているほか、
リモートセンシングによる海洋環境モ
ニタリング手法や環日本海における生
物多様性を指標とした沿岸環境評価手
法の開発などNOWPAPの活動を支
援しています。

　②　越境大気汚染
　　ア　黄砂
　　　　黄砂については、我が国では主に

３月から５月にかけて西日本や日本
海側で観測されることが多く、従来
は自然現象であると理解されてきま
したが、近年、急速に広がりつつあ
る過放牧などによる土壌劣化に起因
する可能性が指摘されています。

　　　　県では、黄砂の物理的・化学的性
質を明らかにするため、実態解明調
査を実施しています。

　　イ　酸性雨
　　　　酸性雨については、従来、先進国

の問題であると認識されていました

が、近年、開発途上国においても目
覚しい工業化の進展により大気汚染
物質の排出量は増加しており、ロー
カルな大気汚染に加え、国境を超え
た広域的な酸性雨も大きな問題とな
りつつあります。

　　　　県では、酸性雨の実態を把握し、
環境への影響の未然防止を図るため、
雨水や土壌等への影響についてモニ
タリングを実施しています。県内の
雨水の酸性度は、年平均pHで４．５
～５．１（昭和６１～平成２４年度）の範囲
で推移しています。

　③　国際環境協力
　県は、日本、中国、韓国、北朝鮮、
モンゴル及びロシアの自治体が参加し
ている「北東アジア地域自治体連合
（NEAR）」において、環境分科委員
会のコーディネート自治体を務めてお
り、会議の運営や共同事業の調整を行
っています。また、「北東アジア環境パ
ートナーシップとやま宣言」に基づき、
環境分科委員会の参加自治体と共同で
「北東アジア地域環境体験プログラ
ム」など環境保全事業を実施するとと
もに、ロシア沿海地方で開催された国
際環境フォーラムにも積極的に参加し、
環境分野における協力事業の情報交換
等を行っています。
　また、友好提携等を結んでいる中国
遼寧省との間で、大気環境に関する共
同調査研究、技術職員等の派遣・技術
研修員の受入れ、情報交換等を行って
います。
　さらに、環日本海地域の持続的な発
展に向けた環境との共生をめざし、日
本海及び環日本海地域の過去・現在・
未来にわたる人間と自然とのかかわり、
自然環境、交流、文化など相互に関連
する研究分野を総合学として学際的に
調査研究する「日本海学」を提唱・推
進しています。 

４　環日本海地域における環境保全
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２　講じた施策
　①　海洋環境
　　ア　NPECを拠点とした取組みの推

進
　　　　NPECを中核拠点として、沿岸地

域自治体と連携した海辺の漂着物調
査を行いました。

　　　　また、環日本海地域の環境保全意
識の高揚を図るため、北東アジア環
境サポーター交流会を開催するなど、
環日本海・環境サポーターの活動支
援を行うとともに、海洋ごみアクシ
ョン・フォーラムを開催しました。

　　　　さらに、アートと海洋環境プロジ
ェクト、環日本海・環境保全・海へ
のいざない教室など、海洋環境保全
のための普及啓発を実施しました。

　　　　このほか、リモートセンシングに
より富山湾沿岸域の藻場の状況等を
把握し、藻場の保全を図る効果的な
施策の検討を行いました。

　　イ　NOWPAPへの支援協力
　　　　NPECと連携して、環境省の支援

のもとに、次のNOWPAP推進事業
を実施しました。

　　　・　富山湾をケーススタディとして
人工衛星によるリモートセンシン
グデータを利用した沿岸環境評価
手法の開発検討や、富栄養化状況
判断手順書を用いたNOWPAP
地域における富栄養化状況の評価
等

　　　・　NOWPAP地域における海洋生
物多様性の保全・持続的利用に関
する地域報告書の作成及び各種情
報の発信

　　　・　「環日本海海洋環境ウォッチシ
ステム」によって衛星から受信し
た海洋環境データを解析し、
NOWPAP関係国を含む国内外
へ発信

　　　　また、RCU富山事務所の運営を
支援したほか、県民への啓発活動を

実施しました。なお、
　　　　２４年９月には、CEARACの今後

の活動方針を議論するための調整・
助言会合（CEARACフォーカルポ
イント会合）が富山市で開催され、
２０１２～２０１３年の活動計画等について
議論されました。

　②　越境大気汚染
　　ア　黄砂
　　　　黄砂の実態を把握するため、立山

室堂、富山市にある立山山麓スキー
場山頂付近に設置した立山黄砂・酸
性雨観測局及び射水市にある環境科
学センターの３地点で標高別に黄砂
成分等について調査を行いました。

　　　　また、環境省が環境科学センター
に設置したライダーモニタリングシ
ステムにより、黄砂の鉛直分布等を
リアルタイムで観測するなど、県内
への黄砂の飛来状況の把握に努めま
した。

　　　　さらに、「北東アジア環境パートナ
ーシップとやま宣言」に基づき、北
東アジアの産学官が連携協力して、
「黄砂の視程調査」による広域的モ
ニタリングを３か国７自治体（５３団
体）で実施しました。

ライダーモニタリングシステム
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　　イ　酸性雨対策
　　　　酸性雨については、引き続き雨水

や植生等のモニタリングを実施しま
した。調査結果は、次のとおりです。

　　　ア　雨水
　　　　・pH
　　　　　１週間降雨毎（自動採取法）の

測定値は、射水市では３．９～５．４（平
均４．５）、富山市では４．１～５．５（平
均４．８）と、全国の調査結果と同程
度であり、また、経年変化につい
ては、例年と比べて大きな変動は
ありませんでした。

　　　　・イオン成分沈着量
　　　　　調査結果は表１‐５３のとおりで

す。このうち主な項目について月
別の沈着量の推移をみると、季節
風が吹き、大陸からの影響が強い
といわれている秋期から冬期及び
春期にかけて高い傾向がみられま
した。

　　　　　また、主な項目の経年変化につ
いては、例年に比べて大きな変動
はありませんでした。

　　　イ　湖沼
　　　　　縄ヶ池（南砺市）での調査結果

は、表１‐５４のとおり、pHにつ
いては７．０～７．１、アルカリ度につ

いては０．３３～０．４２meq／ℓ でし
た。また、pH及びアルカリ度の
経年変化については、例年と比べ
て大きな変動はありませんでした。

　　　ウ　植生
　　　　　国と連携し、中部山岳国立公園

内（立山町）で酸性雨による植生
への影響を調査したところ、酸性
雨が主要因と考えられる衰退木は
確認されませんでした。

　　　エ　その他の関連調査
　　　　　森林地４地点（富山市、魚津市、

南砺市、小矢部市）で、雨水のpH
を調査したところ、年平均値は４．０
～４．８の範囲であり、森林地以外の
地域とほぼ同程度でした。

　③　国際環境協力
　　ア　環境に関する交流の促進
　　　　NPECと連携し、次の環境保全に

関する交流推進、調査研究及び施策
支援の各事業を推進しました。

　　　・　本県が１１年７月からコーディネ
ート自治体を務める「北東アジア
地域自治体連合環境分科委員会」
を運営し、環日本海地域の各自治
体における環境の現状と課題等を

　表１‐５４　湖沼調査結果（２４年度）

Na＋K＋Mg２＋Ca２＋NH４＋H＋Cl－NO３－nss‐SO４２－SO４２－区　分

４８７１２１１０４１４６６２５４９５３７８１３６射水市

６３２．５１８１５３１４０７５３０５０５７富山市

（meq鍬釈鍬年）

注　nss‐SO４２－（nssとはnon sea saltの略）は、海洋に由来しない成分、すなわち陸上由来の硫酸イ
オン降下量を表します。

成分濃度（mg／ℓ）アルカリ度
（meq／ℓ）pH

項目
区分 T‐AlNa+K+Mg２+Ca２+NH４+Cl－NO３－SO４２－

０．０６３．６０．９１．１７．６０．１４．２０．８１．３０．４２７．１最大
縄ヶ池

＜０．０５２．６０．４０．９６．３＜０．１３．１０．２０．８０．３３７．０最小

　表１‐５３　イオン成分降下量調査結果（２４年度）
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取りまとめた報告書を作成
　　　・　氷見市等で「北東アジア地域環

境体験プログラム」を開催し、日
本・中国・韓国・ロシアの中高生
が、海洋環境保全をテーマに、漂
着物アートの制作、海岸清掃等を
体験

ィールド親子講座」、動植物の生態系
のつながりを学ぶ「森里海のつなが
り講座」（全６講座）、日本海学を次
世代へ継承していくために高等学校
や公民館活動への講師を派遣する
「出前講座」を実施しました。

　　　　さらに、日本海学のこれまでの研
究成果を活用して、森里海のつなが
り活動を紹介するホームページを作
成し、より幅広い層に向けて情報発
信をしました。

北東アジア地域環境体験プログラム

　　イ　日本海学の推進
　　　　日本海学推進機構との共催により、

「自然観から捉える、森・里・海」
をテーマとした日本海学シンポジウ
ムや日本海学講座（通常講座３回、
野外講座１回）を開催しました。

　　　　また、日本海学推進機構に委託し
て、「高度差４０００m森里海のつなが
り発見事業」を実施し、高度差が
４０００mある富山の多様で豊かな自
然について学ぶ講座を展開しました。
親子で学ぶ「高度差４０００m森里海フ

　　　・　中国遼寧省と自動車排出ガス対
策に関する共同調査研究を実施す
るとともに、遼寧省の職員を受け
入れ、分析技術等の研修を実施

日本海学シンポジウム 森里海フィールド親子講座
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　海岸への漂着物（漂着ごみ）の約８割は、ポイ捨てされた生活ごみなどが川から海
に流出したものであり、海の生き物や景観を守るためには、“ごみのポイ捨てをしない”
などの身近な取組みが大切です。
　漂着物への理解を深めていただくため、県と（公財）環日本海環境協力センター
（NPEC）では、富山大学芸術文化学部などの協力をいただきながら、「漂着物アート
キャラバン２０１３」と題して、氷見市海浜植物園や魚津水族館のほか各種イベント等計
８か所で、実際に海岸で収集した漂着物から制作したアート作品の巡回展示を実施し
ています。
　また、県とNPECでは、海岸漂着物調査や海岸清掃活動など、環境保全活動に積極
的に参加していただける「環日本海・環境サポーター」を募集していますので、皆さ
んのご登録をお待ちしております。

コ ラ ム

「漂着物アートキャラバン２０１３」の実施

主な展示作品と展示風景

○環日本海・環境サポーター
　http://www.npec.or.jp/10_supporter/supporter-tp.html

出前講座 森里海のつながり活動ウェブサイト
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１　現況
　本県で発生した日本の四大公害病の一
つであるイタイイタイ病を知らない子ど
もたちの増加や関係者の高齢化等により、
その教訓や克服の歴史の風化と関係資料
の散逸が懸念されていることから、イタ
イイタイ病の貴重な資料や教訓等を後世
に継承するため、県立イタイイタイ病資
料館を設置しました。（２４年４月開館）

２　講じた施策
　貴重な資料の収集・保管、小中学校の
課外学習等の積極的な受入れ、ウェブサ
イト等を活用した国内外への情報発信等
を行いました。

５　イタイイタイ病の教訓の継承と発信

県立イタイイタイ病資料館外観 県立イタイイタイ病資料館展示室
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指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐５５
及び表１‐５６のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％
２０１２年度
（H２４）

二酸化硫黄
：１００％
二酸化窒素
：１００％
２００７年度
（H１９）

大気環境基準の達成率

大気観測局のうち、環境基準を達成して
いる観測局の割合

河川：
１００％

海域：９０％
以上

河川：
１００％

海域：９０％
以上

河川：１００％
海域：１００％
２０１２年度
（H２４）

河川：１００％
海域：１００％
２００７年度
（H１９）

水質環境基準の達成率

水質調査地点のうち、環境基準を達成し
ている地点の割合

９８％９６％９４％

２０１１年度
（H２３）

８８％

２００７年度
（H１９）

汚水処理人口普及率

下水道や農村下水道、浄化槽等の汚水処
理人口の普及割合

　表１‐５５　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
延べ１０９工場・事業場を対象に立入検査を実施し、３７工
場・事業場を指導
【浮遊粒子状物質、二酸化窒素及びベンゼンの大気環
境基準の達成を維持】

【大気】
ばい煙等の発生源に対する監視指導
（H２４）

浄化槽整備２２９基分の補助、下水管渠の整備等により、
新たに約６，４００人分の処理施設を整備

【人口普及率が０．６ポイント増加】

【水質】
下水道整備、合併処理浄化槽整備へ
の補助（H２３）

　表１‐５６　主な取組みによる指標達成への貢献


